
令和６年度

中　期　財　政　計　画
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１　中期財政計画の目的

　中期財政計画は、　限られた財源の中、財政の健全性を確保しながら、持続可能な財政運営を行

う際の指針とするものです。

　今後の５ヵ年の財政状況の変化を見通し実質収支額、経常収支比率等を試算しました。

　本計画は、策定年度の決算状況を踏まえ、ローリング方式により毎年度策定しています。

２　基本事項（計画策定にあたっての基本的な考え方）

○ 歳入について使途が特定されない一般財源での試算としました。

　 従って国庫支出金、県支出金などの特定財源、これを財源とする歳出はこの計画には含んでい

　 ただし、市債は借入額を含んでいませんが、将来の財政運営に影響を与える元金・利子償還金

　（公債費）は試算しています。

〇 基金については、財政調整基金、減債基金、職員退職給与基金、公共施設等総合管理基金のみ

 　試算しています。

○「令和７年度の地方財政の課題（令和６年８月３０日総務省報道資料）」、「中長期の経済財

　政に関する試算（令和６年７月２９日内閣府）」等を参考にしました。

○ 歳入を厳格に見込むとともに、経常的な歳出については、社会保障関係費を令和７年度は前年

　度比 ３．５億円、それ以降は各年度前年度比２．０億円、物件費等は消費者物価上昇率を勘案

　した試算としています。

《用語の解説》

○ 一般財源・・・市税、県税交付金、地方譲与税、地方交付税、臨時財政対策債など使途が特定されていな

い財源です。一方、国庫支出金、県支出金、市債などは使途が特定されていることから特定財源とい

います。

○ 普通会計・・・地方公共団体の個々の会計範囲が異なっている中で、財政比較や統一的な掌握を行うため、

地方財政統計上統一的に用いられる会計区分です。一般会計及び国の法令に基づかず市の条例に基づ

き設置している特別会計が普通会計です。本市の場合、概ね、一般会計と公共施設整備基金特別会計

を合わせたものです。

○ 経常収支比率・・・財政構造の弾力性を表す財政指標で、数値が低いほど弾力性が高いことを表しており、

経常一般財源に対する経常経費充当一般財源の割合です。

○ 実質公債費比率・・・公債費（市債の元金・利子償還金）による財政負担の程度を表す財政指標で、標準

財政規模に対する普通会計公債費及び公債費類似経費（普通会計以外の特別会計、企業会計、一部事

務組合の公債費に対する普通会計負担分や、公債費に準じる債務負担行為（ＰＦＩ事業による公共施

設への建設事業費等））の割合です。

１８％以上で地方債の借入に国の許可が必要になり、２５％以上で一部の地方債の発行が制限されます。

○ 経常一般財源・・・市税や普通交付税など毎年度経常的に収入が見込まれるものです。

○ 経常経費・・・人件費、公債費、扶助費など毎年度経常的に支出されるものです。

○ 臨時一般財源・・・都市計画税や特別交付税など毎年度継続して収入が見込まれるものの、統計分類上、

臨時一般財源とされるものです。

　 ません。
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○ 臨時経費・・・毎年度支出されるが、各年度の支出額に大きな差があるなど、統計分類上、臨時的に支出

されるものです。

○ 普通建設事業費・・・支出の効果が資本形成に向けられ、ストックとして将来に残るものに支出される

　 経費です。すなわち、主として道路、橋梁、河川、下水道等の公共土木関係施設、消防設備、学校等

　 文教施設、治山治水施設、農林施設、社会教育施設等の新設、増設、改良事業等に要する事業費や、

　 他団体、民間の資産形成のための出資金、補助金等も含まれます。

３　計画期間及び会計単位

　計画期間は、令和７年度から令和１１年度までの５ヵ年で、普通会計を単位としています。

４　実質収支見込額 (単位:百万円)

Ｒ５（決算） Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

25,209 26,714 25,990 26,088 26,252 26,321 26,421

5,108 4,553 4,994 5,550 5,767 6,287 5,389

歳入計（①＋②）Ａ 30,317 31,267 30,984 31,638 32,019 32,608 31,810

23,467 25,469 25,146 25,078 25,344 25,812 26,042

4,955 4,364 4,977 5,419 5,497 5,998 5,290

歳出計（③＋④）Ｂ 28,422 29,833 30,123 30,497 30,841 31,810 31,332

繰越明許費繰越財源Ｃ 252 0 0 0 0 0 0

1,643 1,434 861 1,141 1,178 798 478

５　財政指標及び市債、４基金残高の見込み (単位:百万円、％)

Ｒ５（決算） Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

90.1 90.8 94.2 94.7 95.4 97.1 97.7

1.9 1.7 0.9 △ 0.4 △ 1.0 △ 0.6 △ 0.4

13,605 14,442 14,968 15,484 14,452 14,470 13,831

8,538 8,727 8,345 7,947 6,844 5,841 4,552

経常一般財源①

臨時一般財源②

臨時経費④

実質公債費比率

経常経費③

市債残高

積立基金残高

実質収支見込額
A－B－Ｃ
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(注)普通会計の市債残高であり、水道事業、下水道事業、病院事業は含みません。

　４基金＝財政調整基金、減債基金、職員退職給与基金、公共施設等総合管理基金

６　一般財源収支の見込み

（１）　経常一般財源 (単位:百万円)

Ｒ５（決算） Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

市税 15,816 16,196 16,191 16,228 16,247 16,286 16,326

個人市民税 8,417 8,596 8,558 8,558 8,558 8,558 8,558

法人市民税 562 654 652 652 652 652 652

固定資産税 6,191 6,300 6,329 6,341 6,335 6,348 6,360

軽自動車税 189 194 200 209 219 228 239

市たばこ税 456 452 452 468 483 500 517

3,393 3,557 3,670 3,670 3,670 3,670 3,670

地方特例交付金 107 645 114 104 104 104 104

普通交付税 5,638 6,073 5,675 5,746 5,891 5,921 5,981

10 10 15 15 15 15 15

使用料・手数料 54 67 67 67 67 67 67

諸収入等 28 35 35 35 35 35 35

臨時財政対策債等 163 131 223 223 223 223 223

25,209 26,714 25,990 26,088 26,252 26,321 26,421

- 106.0 97.3 100.4 100.6 100.3 100.4

＊地方譲与税・県税交付金は、自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税、森林環境譲与税、利子割交付金、

　配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金

　を含んでいます。

《試算の条件》

　(1)　個人市民税・・・令和６年度は決算見込額、令和７年度は過去の増減率をもとに、令和８

　　 年度以降は横ばいで推移すると試算しました。

　(2)　法人市民税・・・令和６年度は決算見込額、令和７年度は過去の増減率をもとに、令和８

　　 年度以降は横ばいで推移すると試算しました。

地方譲与税・県税交付金

計

対前年度伸び率（％）
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　(3)　固定資産税・・・令和６年度は決算見込額、令和７年度以降は過去の伸び率を参考に横ば

 　　いで推移で試算、評価替時は過去の実績から減少を見込みました。

　(4)　市たばこ税・・・令和６年度は決算見込額、令和７年度以降は過去の伸び率を参考に試算

　　 しました。

　(5)　地方譲与税・県税交付金・・・令和６年度は決算見込額、令和７年度以降は国の試算して

      いる増減率をもとに、令和８年度以降は横ばいで推移すると試算しました。

　(6)　地方特例交付金・・・個人住民税減収補填交付金等を見込みました。

　(7)　普通交付税、臨時財政対策債は、平成２３年度以来続けられている地方一般財源を前年度同

 　  水準とする国の方針が令和１１年度まで続けられるることを前提として試算しています。

 　  　なお、地方交付税の原資となる国税４税の増減に伴って普通交付税は増減するものと見込ん

 　  でいますが、臨時財政対策債については、過去の実績から令和７年度以降横ばいで試算してい

 　  ます。

　(8)　使用料・手数料・・・自動車駐車場使用料については自動車駐車場の維持管理費を上回る分

　　のみ一般財源となります。

　(9)　諸収入等・・・事務取扱手数料等その他収入で、過去の実績と同水準で推移するものとしま

　　した。

（２）　臨時一般財源 (単位:百万円)

Ｒ５（決算） Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

都市計画税 1,320 1,320 1,344 1,347 1,345 1,348 1,351

地方特例交付金 10 8 6 0 0 0 0

特別交付税 622 586 608 608 608 608 608

使用料 91 64 64 64 64 64 64

財産収入 19 14 14 14 14 14 14

寄附金 0 2 2 2 2 2 2

繰入金 713 757 1,254 2,135 2,235 2,435 2,194

繰越金 2,032 1,643 1,434 862 1,140 1,178 798

諸収入等 302 159 268 518 359 638 358

5,108 4,553 4,994 5,550 5,767 6,287 5,389

- 89.1 109.7 111.1 103.9 109.0 85.7

《試算の条件》

　(1)　都市計画税・・・固定資産税と同様の設定により試算しました。

　(2)　特別交付税・・・令和６年度は決算見込み額、令和７年度以降は過去の実績と同水準で推

 　　移するものとしました。

　(3)　財産収入・・・未利用地売却収入等で、令和６年度以降同水準で推移するものとしました。

　(4)　繰入金・・・令和５年度以降は財政調整基金、減債基金、職員退職給与基金、公共施設等総

 　　合管理基金からの繰入金を見込みました。

　(5)　諸収入等・・・事務取扱手数料等その他収入で、過去の実績と同水準で推移するものとし

　 　ました。令和７年度以降は、病院事業会計に貸付した分の返還金を見込んでいます。

計

対前年度伸び率（％）

4



（３）　経常一般財源による経常経費 (単位:百万円)

Ｒ５（決算） Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

7,571 8,046 8,517 8,607 8,663 8,773 8,807

51 0 0 0 0 0 0

2,729 2,867 3,037 3,107 3,177 3,247 3,317

2,548 2,113 1,817 1,495 1,527 1,695 1,694

1,021 1,199 651 358 303 260 224

19 5 5 5 5 5 5

3,647 4,632 4,640 4,855 4,909 4,963 5,018

96 122 122 128 129 131 132

2,463 2,947 2,678 2,765 2,794 2,822 2,850

205 164 184 184 184 184 184

3,168 3,374 3,495 3,574 3,653 3,732 3,811

23,467 25,469 25,146 25,078 25,344 25,812 26,042

- 108.5 98.7 99.7 101.1 101.8 100.9

《試算の条件》

　(1)　人件費・・・人件費については、職員の定年退職予定者数、新規採用予定者数等をもとに試

　　 算しました。退職金については定年退職予定者数をもとに試算しました。

　(2)　扶助費・・・令和６年度は決算見込額、令和７年度は、社会保障関係費対前年度比３．５億

　　 円、それ以降は２．０億円増加を見込んで試算しました。

　(3)　公債費・・・借入済み市債の元金・利子償還金をベースに、各年度における借入予定額の元

　　 金・利子償還金を加算して試算しました。

　　 　なお、令和８年度以降は学校の大規模改修や屋内運動場空調設備の設置等に係る市債の元利

　　 償還金を見込んでいます。

　(4)　物件費、維持補修費、補助費等・・・令和７年度以降は、消費者物価上昇率を勘案した試算

　　 としています。

　(5)　普通建設事業費・・・各年度で臨時一般財源で実施可能な額を控除した額を見込んでいます。

　(6)　補助費等・・・令和７年度以降は、病院事業会計繰出金の減及び社会保障関係費の増を見込

　　 んでいます。

　(7)　積立金・・・令和７年度以降は、職員退職給与基金積立金を計上しています。

　(8)　繰出金・・・令和６年度は決算見込額、令和７年度は、社会保障関係費対前年度比３．５億

　　 円、それ以降は２．０億円増加を見込んで試算しました。

物件費

補助費等

公債費

扶助費

普通建設事業費

　退職金

繰出金

維持補修費

対前年度伸び率（％）

災害復旧事業費

計

積立金

人件費
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（４）　臨時一般財源による臨時経費 (単位:百万円)

Ｒ５（決算） Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

0 0 119 420 520 720 480

0 0 119 420 520 720 480

扶助費 0 0 0 0 0 0 0

189 410 521 828 822 801 791

341 539 644 938 993 1,036 1,072

1,342 1,034 1,233 1,100 1,100 1,100 1,100

35 27 33 29 29 29 29

1,701 1,531 1,600 1,313 1,263 1,243 1,219

0 1 0 0 0 0 0

987 667 827 791 770 1,069 599

360 155 0 0 0 0 0

4,955 4,364 4,977 5,419 5,497 5,998 5,290

- 88.1 114.0 108.9 101.4 109.1 88.2

《試算の条件》

　臨時経費は臨時一般財源と同額とし、令和６年度以降全額執行することを見込んでいます。

　(1)　人件費・・・職員退職給与基金を繰入充当する勧奨、自己都合等による退職金を見込んでい

　　ます。

　(2)　公債費・・・減債基金等の特定財源を充当する元金・利子償還金を見込んでいます。

　(3)　普通建設事業費・・・臨時一般財源を充当する普通建設事業費や公共施設等総合管理基金

　　を充当する普通建設事業費を見込んでいます。

　(4)　物件費・・・繰越金等を充当する臨時的に発生する物件費を見込んでいます。

　(5)　補助費等・・・主に、下水道事業会計補助金を見込んでいます。

　(6)　積立金・・・減債基金（実質収支の1/2分、令和７年度以降は病院事業会計からの返還分）

　　と公共施設等総合管理基金積立金（実質収支の1/2分）を見込んでいます。

　退職金

対前年度伸び率（％）

計

補助費等

人件費

貸付金

公債費

普通建設事業費

物件費

維持補修費

繰出金

積立金
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